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1. はじめに 

 日本は地震の発生が非常に多い国であり，地震は土砂災害や家屋の倒壊など人命や生活を脅かす

ため，被害原因の究明とその対策は日本にとって重要である．2004 年 10 月 23 日に発生した新潟県

中越地震では，計測震度が導入された 1996 年以降初めて震度 7 が観測された．震度 7 を観測した

旧川口町では，多くの家屋被害が発生した．家屋被害の状況はエリアによって異なることから 1)，

地盤特性が地震被害に影響を与えている可能性が指摘された．そこで，物理探査手法である微動計

測を用いて被害地域の地盤特性の評価を行う． 

 

2. 対象地域および家屋被害 

 対象地域を図 1に示す．対象地域は，中越地震で震度 7 の揺れが発生した新潟県の旧川口町武道

窪(以降武道窪とする)とする．新潟県は日本有数の活褶曲地帯であり，旧川口町はこの活褶曲地帯

に含まれているため脆弱な地盤である 2)．旧川口町は地震発生時に土砂災害により一時的に町が孤

立するなど大きな被害を受け，家屋の大破・中破も数多く発生した 3)．図 2に旧川口町各地区の倒

壊率を示す．田麦山など全壊率が高い地区があることに対し，武道窪では全壊率が半分程度である．

おおよそ直下で発生した地震であるにもかかわらず被害状況が異なることから，被害原因が異なる

と考えられる．全壊率の高い田麦山では地すべりが被害の原因であることに対し，武道窪では地震

動が原因であると考える．また，産業技術総合研究所の調査 1)によると，武道窪の東側(山側)では大

破・倒壊が多く，中央部では中破・小破が多く，西側(平地側)では小破・被害なしが多いという被

害状況であり，狭い範囲の中で被害はエリアによって異なっていた．このような理由から本研究で

は武道窪を対象地域とする． 

 

  

図1 対象地域                 図2 被害状況3) 
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3. 研究方法 

 本研究では，対象地域において被害地域を横断するように地盤特性の評価を行う．地盤特性の評

価は常時微動観測によって行う．微動計測では，微動計ＣＶ374 を用いて水平 2 方向と鉛直 1 方向

の 3 方向の微動をサンプリング周波数 100Hz で 1 地点 30 分間計測する．図 3 に計測地点を示す．

計測地点は 21 箇所で，約 100～150ｍ間隔とし，側溝等のないアスファルト上で計測するものとす

る．図 4に実際の計測の様子を示す．微動計は風や人の振動の影響を受けることから，風よけを設

置し離れた場所で椅子に座りながら計測を行う．微動データから車等の振動による乱れの少ない

40.96 秒間のデータを 4~5 区間抽出し， H/V スペクトルを算出する．H/V スペクトルとは，f を振

動数としたとき，水平方向の微動スペクトル H(f)と鉛直方向の微動スペクトル V(f)の関係を

H(f)/V(f)で表したものである． H/V スペクトルが最大のときの振動数はその地点の卓越(1 次)振動

数となる 4),5),6)．表層地盤の物性値が一定の場合，卓越振動数が低いほど表層厚は厚く揺れやすい地

盤となり，卓越振動数が高いほど表層厚は薄く揺れにくい地盤となることから，卓越振動数を比較

することによって地盤特性を評価できる．本研究では，地すべりで形成された地域であるため表層

地盤の物性値を一定と仮定し，卓越振動数によって地盤特性の評価を行う．なお，卓越振動数が読

み取りにくいことから，バンド幅 0.244Hz(両振幅)で平滑化を行い，40.96 秒間のデータ 4~5 区間を

平均したものをその地点の H/V スペクトルとする．また，家屋と地盤の固有振動数が一致する共振

が被害分布を支配した可能性があることから，家屋と地盤の固有周期について検討を行う．しかし，

木造家屋の固有振動数は一般に 2～10Hz7)と地盤に対して大きな幅があることから，常時微動観測

によって家屋の固有振動数の評価を行う．評価は伝達関数を用いて行う．伝達関数とは，入力波形

と出力波形の比からその増幅特性を示したもので，f を振動数としたとき，2 階の水平方向微動ス

ペクトル 2F(f)を地上の水平方向微動スペクトル G.L.(f)で除した 2F(f)/G.L.(f)で算出する．微動計測

では，微動計ＣＶ374 を用いてサンプリング周波数 100Hz で地上階と 2 階で同時に１戸当たり 10

分間行う．対象家屋は旧川口町内の旧耐震基準 4 戸(地震後増築 1 戸)，新耐震基準 3 戸であり，地

震前に建築された家屋が 6 戸，地震後に建築された家屋が 1 戸である．微動データから乱れの少な

い 300 秒間のデータを抽出し，伝達関数を算出する．卓越振動数を読み取りやすくするため，バン

ド幅 0.200Hz(両振幅)で平滑化を行う． 

 

  

図3 計測地点                図4 計測の様子 
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4. 分析結果 

 図 5 に武道窪の H/V スペクトルの一例を示す．家屋被害を被害大と被害小の２つのエリアに分

けたとき，図 5(a)は被害大エリアの H/V スペクトルで，卓越振動数は 2.17Hz である．図 5(b)は被

害小エリアの H/V スペクトルで，卓越振動数は 3.25Hz であり，被害大エリアよりも高い振動数と

なっている．図 6 に各地点の卓越振動数と家屋被害状況を示す．ただし，境界部は明瞭ではない．

卓越振動数は北東側が 2.5Hz 以下，南西側が 3.0Hz 以上となっており，東側が小さく西側が大きい

という傾向がある．被害状況と比較すると，被害大のエリアは 2.5Hz 以下の範囲とおおよそ一致し

ており，被害小のエリアは 3.0Hz 以上の範囲とおおよそ一致している．一致していないのは境界部

である．このように家屋被害と卓越振動数には相関が見られた．図 7に家屋の固有振動数の結果を

示す．旧耐震基準と新耐震基準では強度が大きく変わっているにもかかわらず，家屋の固有振動数

の差は小さく，建築年代による傾向もみられない．さらに，被害大エリアの卓越振動数が 2.5Hz 以

下だったことに対し，家屋の固有振動数は 4.50～6.16Hz であり，地盤の卓越振動数と家屋の固有

振動数は一致しなかった．このことから，共振が被害状況を支配した可能性は低いと考えられる．  

 

  

図5 H/V スペクトルの一例 

 

 

図6 卓越振動数と家屋被害状況 
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図7 家屋の固有振動数 

 

5. まとめ 

 新潟県中越地震で震度 7 を観測した旧川口町武道窪では，狭い範囲の中で家屋被害はエリアによ

って異なっていた．そこで，微動探査を用いて地盤特性を評価したところ，家屋被害が大きいほど

卓越振動数は低く，被害が小さいほど卓越振動数は高いという相関がみられた．この理由として地

盤の揺れやすさの違いと，共振が発生していた可能性が考えられる．そのため，常時微動観測を用

いて対象地域の家屋の固有振動数を評価したところ，表層地盤と家屋の固有振動数は一致しなかっ

た．また，家屋の固有振動数の差は小さく，建築年代による傾向は見られなかった．これらのこと

から，共振が被害分布を支配した可能性は低いことがわかった．ボーリング調査結果を収集するこ

とや，地形変状を評価することなど，総合的に地盤を評価することが今後の課題である．また．エ

リアを分ける際の境界部や，卓越振動数が読み取りにくい地点の扱い方についても検討が必要であ

る． 
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